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名称 久喜パークタウン地区地区計画久喜パークタウン地区地区計画久喜パークタウン地区地区計画久喜パークタウン地区地区計画    

位置 

久喜市本町七丁目、久喜北二丁目、久喜新字大浦、久喜本字大浦、字香取、 

野久喜字香取及び古久喜字香取の各一部 

面積 約 38.3 ha 

地区計画の

目標 

本地区は、県道さいたま栗橋線、県道幸手久喜線の交差点を中心とした住宅団地であり、道路、

公園、学校等の公共施設についても、計画的に整備するよう一団地の住宅施設として都市計画決

定が行われ､整備が進められた地区である。 

また、本地区北側の第一種低層住居専用地域内にあるＤ地区は、住宅地高度利用地区計画の策

定により、良好な中高層の住宅市街地への土地利用転換を進める上で必要な公共施設の整備を定

め、建築物等と一体的に計画し、良好な市街地環境の確保と土地の高度利用が図られた地区であ

る。 

本地区では、この団地開発事業の効果の維持増進、並びに快適な都市環境の形成維持、保全す

るとともに、都心周辺部における定住人口確保に資することを目標とする。 

区域の整備､

開発及び保

全に関する

方針 

県道さいたま栗橋線、県道幸手久喜線沿道については、交通、騒音の緩衝帯とする為、主とし

て沿道サービスを主体とする地区や公益的施設地区を配し、それにつつまれるように住宅街区を

配置する。 

また、都市機能の充実及び良好な市街地の形成のため、地区施設を適切に配置するとともに、

本区域を戸建住宅地区、沿道サービス地区、公益的施設地区、再開発等促進区（高度利用地区）

に４区分する。 

さらに、良好な居住環境とまちなみの形成を図り、保全する為、地区施設の整備の方針及び建

築物等の整備の方針を次のとおり定める。 

（地区施設の整備の方針） 

・地区内の幹線道路については、歩車道分離の道路構造とし利便性及び安全性の確保を図る。 

・周辺地区との連携並びに利便性の向上の為、中落堀川沿い及び既存水路沿いに自転車歩行者

道等による歩行空間の確保を行う。 

・公園については、住区レベルの街区公園を配置する。 

・緑地（調整池）については、遊水機能をもつほか、地域生物の多様性回復を図る空間として

整備し、通常は湿生ビオトープとして自然観察等の場として活用する。 

（建築物等の整備の方針） 

・一団地の住宅施設により整備された団地環境を担保し、かつ、建築物の用途の混在化などに

よる居住環境の悪化を防ぐ為、建築物の用途の制限を行う。 

・戸建住宅を主体とする地区等は、敷地の細分化による居住環境の悪化を防ぐ為、敷地面積の

最低限度の規制を行う。 

・良好なまちなみの形成を図る為、各地区の特性等を踏まえて、壁面の位置の制限を行う。 

・周辺環境と調和のとれた魅力ある市街地形成を図る為、建築物の形態又は意匠の制限を行う。 

・隣接環境に配慮したまちづくりを進めていく為、かき又はさくの構造の制限を行う。 

なお、地区全体の環境の保全の為、盛土の制限、並びに隣地境界の生垣の推進、敷地空間の植栽

等緑化の推進を行うものとする。 

土地利用に

関する方針 

都市機能の充実及び良好な市街地の形成のため地区を４区分し、それぞれの方針を次のように

定める。 

①戸建住宅を主体とする地区（Ａ地区） 

戸建を主体とした低層住宅地として低密度の土地利用を保全する。 

②沿道サービスを主体とする地区（Ｂ地区） 

県道さいたま栗橋線及び県道幸手久喜線沿道において、周辺の低層住宅地環境との調和を図

りつつ、魅力ある店舗などを主体としたショッピングストリートの形成を図っていく。 

③公益的施設地区（Ｃ地区） 

周辺の戸建低層住宅地環境と調和した教育施設等の環境を保全する。 

④再開発等促進区（Ｄ地区；高度利用地区） 

土地の有効利用を行い、かつ、それによる周辺環境への影響を考慮した中高層住宅と小学校

とする。 

中高層住宅の配置に際しては、周辺市街地への日照及び景観に配慮したものとして、多様

な住宅規模を持つ、ゆとりある良好な住宅を供給することを基本とする。 

また、中落堀川及び既存水路沿いは、緑道を確保して、積極的な修景化に努め、潤いある

景観形成を図る。 
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再開発等促進区  

主要な公共施設 

の配置及び規模 

 

地

区

整

備

計

画

 

地 区 施 設

の 配 置 及

び規模 

道路 

地区内幹線道路１号（幅員12.0ｍ、延長約126ｍ） 

地区内幹線道路３号（幅員11.5ｍ、延長約417ｍ） 

地区内幹線道路５号（幅員11.5ｍ、延長約385ｍ） 

地区内幹線道路７号（幅員9.0ｍ、延長約290ｍ） 

地区内幹線道路９号（幅員9.0ｍ、延長約250ｍ） 

地区内道路１号  （幅員6.0ｍ、延長約80ｍ） 

自転車歩行車道４号（幅員6.0ｍ、延長約179ｍ） 

地区内幹線道路２号  （幅員11.5ｍ、延長約115ｍ） 

地区内幹線道路４号  （幅員11.5ｍ、延長約380ｍ） 

地区内幹線道路６号  （幅員9.0ｍ、延長約75ｍ） 

地区内幹線道路８号  （幅員9.0ｍ、延長約163ｍ） 

地区内幹線道路10号 （幅員9.0ｍ、延長約30ｍ） 

自転車歩行者道１号  （幅員4.0ｍ、延長約196ｍ） 

自転車歩行車道５号  （幅員3.5ｍ、延長約147ｍ） 

その

他の

公共

施設 

公園１号           （面積約 2,000 ㎡） 

公園３号           （面積約 1,100 ㎡） 

公園５号           （面積約 2,500 ㎡） 

緑地２号（調整池） （面積約 3,300 ㎡） 

公園２号       （面積約 2,700 ㎡） 

公園４号       （面積約 1,000 ㎡） 

緑地１号（調整池） （面積約 7,600 ㎡） 

緑地３号（調整池） （面積約 21,500 ㎡） 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 

地区の

区分 

地区の 

名称 

Ａ地区（戸建住宅地区） Ｃ地区（公益的施設地区） 

地区の 

面積 

約 22.6ha 約 5.3ha 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築してはならな

い。 

①建築基準法別表第二（い）項に掲げる建築物（共同住

宅、寄宿舎、又は下宿を除く。） 

次に掲げる建築物以外の建

築物は建築してはならない。 

①学校 

②水道法第三条第二項に規定

する水道事業の用に供する

施設 

③下水道法第二条第三号に規

定する公共下水道の用に供

する施設 

建築物の敷地面

積の最低限度 

150 ㎡ ― 

壁

面

の

位

置

の

制

限

 

道路境界

線からの

距離 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界

線までの距離は、1.5ｍ以上でなければならない。 

ただし、次の各号に掲げる建築物で道路境界線から

0.75ｍ後退した線を超えて軒がでない位置に壁面があ

るものについては、この限りでない。 

①建築物に付属する物置、その他これに類する建築物

（自動車車庫を除く。）で軒の高さが 2.3ｍ以下で、

かつ、床面積が 10 ㎡以下であるもの 

②自動車車庫で床面積が 30 ㎡以下であるもの 

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から道路境界線ま

での距離は、1.0ｍ以上でなけ

ればならない。 

隣地境界

線からの

距離 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界

線までの距離は、0.9ｍ以上でなければならない。 

ただし、次の各号に掲げる建築物については、この限

りでない。 

①建築物に付属する物置、その他これに類する建築物

（自動車車庫を除く。）で軒の高さが 2.3ｍ以下で、

かつ、床面積が 10 ㎡以下であるもの 

②自動車車庫で床面積が 30 ㎡以下であるもの 

建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面から隣地境界線ま

での距離は、1.0ｍ以上でなけ

ればならない。 

建築物等の高

さの最高限度 

①建築物の高さは、10ｍ以下でなければならない。 

②建築物の各部分の高さは、前面道路の反対側の境界線

までの真北方向の水平距離に 1.25 を乗じて得たも

のに５ｍを加えたもの以下でなければならない。 

― 

建築物等の形

態又は意匠の

制限 

建築物の屋根・外壁もしくはこれに代わる柱の面の色彩は、地区の環境に調和した色彩

とする。 

かき又はさく

の構造の制限 

道路に面する側のかき又はさくの構造は、次に掲げるものとする。 

ただし、公共施設において、安全、防災及び環境保全等の観点から支障をきたす場合

はこの限りでない。 

①高さ 1.2ｍ以下とし、かつ、生垣、ネットフェンス等の透視可能なさく又は補強コン

クリートブロック造等の塀で、道路側に幅 0.75ｍ以上の植栽帯を設け植栽を施した

もの 

②門柱、門扉で道路境界から 0.5ｍ以上後退したもの 
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地

区

整

備

計

画

 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 

地区の

区分 

地区の 

名称 

Ｂ地区（沿道サービス地区） 

Ｂ－１ Ｂ－２ Ｂ－３ Ｂ－４ 

地区の 

面積 

約 1.1ha 約 3.2ha 約 0.7ha 約 1.7ha 

建築物等の 

用途の制限 

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。 

①寄宿舎又は下宿 

②学校、図書館その他これらに類するもの 

③大学、高等専門学校、専修学校その他これらに類するもの 

④神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

⑤老人ホーム、身体障害者福祉ホームその他これらに類するもの 

⑥老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの 

⑦ホテル又は旅館 

⑧自動車教習所 

⑨マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、場外

車券売場その他これらに類するもの 

⑩カラオケボックスその他これらに類するもの 

⑪葬儀屋その他これらに類するサービス業を営む店舗 

⑫自動車車庫（付属車庫を除く。） 

⑬倉庫業を営む倉庫 

⑭畜舎 

⑮上記各号に掲げる建築物に付属するもの 

主として、自動車又

は自転車の停留又は

駐車のための施設の

用途に供しなければ

ならない。 

次の各号に掲げる

建築物は建築しては

ならない。 

①住宅 

②公衆浴場 

③ボーリング場、スケ

ート場、水泳場、ス

キー場、ゴルフ練習

場、バッティング練

習場 

次の各号に掲げる

建築物は建築しては

ならない。 

①住宅 

－ 

建築物の敷地面

積の最低限度 

1,500 ㎡ 1,000 ㎡ － － 

壁

面

の

位

置

の

制

限

 

道路境界

線からの

距離 

建築物の外壁又は

これに代わる柱の面

から道路境界線まで

の距離は、1.5ｍ、3.0

ｍ以上でなければな

らない（それぞれの制

限部分は計画図のと

おり）。 

また、道路境界線ま

での距離 3.0ｍ以上の

壁面の位置の制限部

分については、周辺環

境に配慮した緑地等

を施さなければなら

ない。 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面

から道路境界線までの距離は、1.0ｍ以上

でなければならない。 

建築物の外壁又は

これに代わる柱の面

から道路境界線まで

の距離は、1.5ｍ、3.0

ｍ以上でなければな

らない（それぞれの制

限部分は計画図のと

おり）。 

また、道路境界線ま

での距離 3.0ｍ以上

の壁面の位置の制限

部分については、周辺

環境に配慮した緑地

等を施さなければな

らない。 

隣地境界

線からの

距離 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、1.0ｍ以上でなけ

ればならない。 

建築物等の形

態又は意匠の

制限 

①建築物の屋根・外壁もしくはこれに代わる柱の面の色彩は、地区の環境に調和した色彩

とする。 

②屋外広告物は、過大とならず周囲の環境と調和するよう色彩、大きさ及び設置場所に留

意し、美観及び風致を損なわないものとする。 

かき又はさく

の構造の制限 

道路に面する側のかき又はさくの構造は、次に掲げるものとする。 

ただし、Ｂ地区及び公共施設において、安全、防災及び環境保全等の観点から支障をき

たす場合はこの限りでない。 

①高さ 1.2ｍ以下とし、かつ、生垣、ネットフェンス等の透視可能なさく又は補強コンク

リートブロック造等の塀で、道路側に幅 0.75ｍ以上の植栽帯を設け植栽を施したもの 

②門柱、門扉で道路境界から 0.5ｍ以上後退したもの 
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再開発等促進区 約 3.7ha 

主要な公共施設の配置及び

規模 

地区内幹線道路 1号(幅員 12.0ｍ､延長約 196ｍ) 

自転車歩行車道２号(幅員 6.0ｍ、延長約 122ｍ) 

自転車歩行車道３号(幅員 6.0ｍ、延長約 74ｍ) 

自転車歩行車道４号(幅員 6.0ｍ、延長約 183ｍ) 

地

区

整

備

計

画

 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 

地区の

区分 

地区の

名称 

Ｄ地区（高度利用地区） 

Ｄ－１ Ｄ－２ 

地区の

面積 

約 2.2ha 約 1.5ha 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建

築してはならない。 

①学校 

②児童福祉施設 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築し

てはならない。 

①共同住宅及びこれに付属するもの 

②巡査派出所、公衆電話所その他これらに

類する公益上必要な建築物 

建築物の容積率

の最高限度 

8/10 15/10 

ただし、延面積には、自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車

のための施設（誘導車路、操車場及び乗車場を含む。）の用途に供する部分の床面積

は、当該敷地内の各階の床面積の合計（同一敷地内に二以上の建築物がある場合に

おいては、それらの建築物の各階の床面積の合計を和）の五分の一を限度として算

入しない。 

壁

面

の

位

置

の

 

制

限

 

道路境界

線からの

距離 

建築物の外壁もしくはこれに代わる柱の面、又は高さ 2.0ｍを超える門もしくは塀

の面から、道路境界線までの距離は 1.5ｍ以上でなければならない。 

隣地境界

線からの

距離 

建築物の外壁もしくはこれに代わる面から隣地境界線までの距離は、1.0ｍ以上でな

ければならない。 

建築物等の高さ

の最高限度 

20m 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

建築物の屋根・外壁もしくはこれに代わる柱の面の色彩は、地区の環境に調和し

た色彩とする。 

かき又はさくの

構造の制限 

道路に面する側のかき又はさくの構造は、次に掲げるものとする。 

ただし、公共施設において、安全、防災及び環境保全等の観点から支障をきたす

場合はこの限りでない。 

①高さ 1.2ｍ以下とし、かつ、生垣、ネットフェンス等の透視可能なさく又は補強コ

ンクリートブロック造等の塀で、道路側に幅 0.75ｍ以上の植栽帯を設け植栽を施

したもの 

②門柱、門扉で道路境界から 0.5ｍ以上後退したもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久 喜 パ ー ク タ ウ ン 地 区 地 区 計 画

◆壁面の位置の制限図 

◆地区施設の配置および規模図 
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久 喜 パ ー ク タ ウ ン 地 区 地 区 計 画  地 区 整 備 計 画 図

 

地 区 整 備 計 画 図 
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